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    九州大学大学院法学府規則 

平成１６年度九大規則第１２１号                 

制  定：平成１６年 ４月 １日 

最終改正：令和 ６年 ３月２９日 

（令和５年度九大規則第６３号） 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、九州大学大学院通則（平成１６年度九大規則第３号。以下「通則」という。）

及び九州大学学位規則（平成１６年度九大規則第８６号）により各学府規則において定めるよ

うに規定されている事項その他法学府（以下「本学府」という。）の教育に関し必要と認める

事項について定めるものとする。 

 （教育研究上の目的） 

第１条の２ 本学府は、法学・政治学の様々な研究領域において、高い倫理性・社会性に裏打ちさ

れた，国際レベルで活躍しうる創造性豊かな研究者と、ルール形成や政策形成をリードするこ

とのできる高度な専門的知識・能力をもつ高度専門職業人を組織的に養成する。 

 （コース） 

第２条 本学府法政理論専攻に次のコースを置く。 
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修士課程 

 

 

 

 

 

 

 

研究者コース 

専修コース 

国際コース 

 

 

 

 

英語による法学修士課程プログラム 

ヤング・リーダーズ・プログラム（法律コース） 

英語によるアジア比較政治・行政修士課程プログラム 

博士後期課程 

 

 

 

研究者コース 

高度専門職業人コース 

国際コース 英語による法学博士課程プログラム 

２ 前項に掲げる国際コースは、英語による授業等により学位取得可能な教育課程とする。 

３ ヤング・リーダーズ・プログラム（法律コース）（以下「ＹＬＰ」という。）の標準修業年

限は、通則第２条第８項の規定に基づき、１年とする。 

 （入学資格） 

第３条 本学府の修士課程に入学することのできる者は、通則第１０条のとおりとする。 

第４条 本学府の博士後期課程に入学することのできる者は、通則第１１条のとおりとする。 

 （入学考査） 

第５条 入学を志願する者に対する考査は、筆記試験、提出論文及び口頭試問並びに出身大学の

学長（学部長、研究科等の長）による成績証明書その他本学府の定める資料を総合して行うも

のとする。 

 （学期） 

第６条 学年を分けて次の２学期とする。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 
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２ 前項に定める各学期の授業期間は、別に定める。 

 （授業及び研究指導） 

第７条 本学府の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」

という。）によって行うものとする。 

 （授業科目、単位、履修方法及び試験） 

第８条 授業科目、単位数及び履修方法は、別表第１から別表第６までのとおりとする。 

２ 授業科目を分けて共通科目、主履修科目及び選択科目とする。 

３ 単位計算の基準は、講義及び演習については１５時間をもって１単位、実習については３０

時間をもって１単位とする。 

４ 第１項に定めるもののほか、臨時に開設する授業科目は、その都度法学府教授会（以下「本

学府教授会」という。）の議を経て、法学府長（以下「本学府長」という。）が定める。 

５ 授業科目、授業時間数、単位数及び授業担任者の氏名は、各学期の始めに公示する。 

第９条 主履修科目については、同一科目であっても講義内容が異なるものを修得したときは、

選択必修科目又は選択科目の単位として、これを認める。 

２ 本学府において、教育上有益と認めるときは、他の主履修科目群、コース若しくは大学院基

幹教育若しくは学府又は学部の課程による授業科目及び単位を指定して履修させることができ

る。 

第１０条 学生は、履修しようとする授業科目の選定について、指導教員の指示に従うものとす

る。 

２ 学生は、各学期の始めに、履修しようとする授業科目を、本学府長に届け出なければならな

い。 

第１１条 各授業科目の成績の評価は、その授業担任者が行う。 

２ 各授業科目の単位修得の認定は、本学府長が行う。 

３ 前項の認定の方法については、本学府教授会の議を経るものとする。 

第１２条 単位修得の認定を筆記試験又は論文によって行うときは、試験又は論文提出の期日そ

の他につき、あらかじめ公示する。 

第１３条 各授業科目の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＦの５種のいずれかの評語をもってあらわ

し、Ｓ、Ａ、Ｂ及びＣを合格とし、Ｆを不合格とする。 

２ 合格した授業科目については、本学府教授会の議を経て、所定の単位を与える。 

３ 不合格の授業科目については、再試験を受けさせることができる。 

 （他の大学院における授業科目の履修等） 

第１４条 本学府長は、指導教員が教育上有益と認めるときは、本学府教授会の議を経て、他の

大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により修得した単位は、修士課程及び博士後期課程を通して１５単位を限度とし

て、課程修了の要件となる単位として認定することができる。 

３ 本学府長は、本学府教授会の議を経て、教育上有益と認めるときは、他の大学院等との協議

に基づき、他の大学院等において必要な研究指導を受けさせることができる。ただし、修士課

程の学生について認める場合には、当該研究指導を受けさせる期間は、１年を超えないものと

する。 

４ 第１項又は前項の規定により授業科目を履修し、又は必要な研究指導を受けようとする学生

は、本学府長の許可を得なければならない。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第１４条の２ 本学府の学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定

の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を本学府長に申し

出たときは、本学府教授会の議を経て、本学府長が定めるところにより、その計画的な履修を

認めることができる。 

 （修了要件） 

第１５条 本学府の修士課程の修了要件は、修士課程に２年（第２条第１項に規定するＹＬＰに

あっては１年）以上在学し、第８条第１項及び第４項に定める授業科目について３０単位以上



- 3 - 

を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することと

する。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、修士課程に１年以上

在学すれば足りるものとする。 

第１６条 本学府の博士課程の修了要件は、博士課程に５年（修士課程に２年以上在学し、当該

課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、第８

条第１項及び第４項に定める授業科目について５０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導

を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関して

は、優れた研究業績を上げた者については、博士課程に３年（修士課程に２年以上在学し、当

該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば

足りるものとする。 

２ 大学院設置基準第３条第３項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とした修士課程

を修了した者及び前条のただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士

課程の修了要件については、前項中「５年（修士課程に２年以上在学し、当該課程を修了した

者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）」とあるのは「修士課程における

在学期間に３年を加えた期間」と、「３年（修士課程に２年以上在学し、当該課程を修了した

者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）」とあるのは「３年（修士課程に

おける在学期間を含む。）」と読み替えて、前項の規定を適用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５６

条の規定により大学院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職学位を有する者と同等以

上の学力があると認められた者又は専門職学位課程を修了した者が、博士後期課程に入学した

場合の博士課程の修了要件は、博士後期課程に３年（法科大学院の課程を修了した者にあって

は、２年）以上在学し、第８条第１項及び第４項に定める授業科目について２０単位以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、博士後期課程に１年（標

準修業年限が１年以上２年未満の専門職学位課程を修了した者にあっては、３年から当該１年

以上２年未満の期間を減じた期間）以上在学すれば足りるものとする。 

 （修士論文の審査等） 

第１７条 修士論文及び最終試験の合格又は不合格は、専攻の行う調査に基づき、本学府教授会

が審査する。 

２ 前項の修士論文は、必要な研究指導を受けた上、在学期間中に提出しなければならない。 

３ 修士論文の提出期日その他については、あらかじめ公示する。 

 （博士論文の提出） 

第１８条 博士論文は、博士後期課程に２年以上（法科大学院の課程を修了した者が博士後期課

程に入学した場合にあっては１年以上）在学し、１０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指

導を受けた上、在学期間中に提出しなければならない。ただし、本学府教授会の議を経て、本

学府長が認めるときは、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、２年に

満たなくても博士論文を提出させることができる。 

２ 博士論文の提出期日その他については、あらかじめ公示する。 

 （最終試験） 

第１９条 最終試験は、学位論文を提出した者について口述の方法により行うものとする。 

２ 前項の最終試験の期日は、あらかじめ公示する。 

 （留学） 

第２０条 留学を志望する本学府の学生は、書面をもって本学府長に願い出て、その許可を受け

なければならない。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第１５条及び第１６条の課程修了の要件としての在学期

間に加えることができる。 

３ 第１４条の規定は、本学府の学生が留学する場合について準用する。この場合において、同

条中「他の大学院」とあるのは、「外国の大学院」と読み替えるものとする。 

 （他の大学院における授業科目の履修により修得した単位の上限） 
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第２０条の２ 第１４条第２項及び前条第３項の規定により修得した単位は、通則第１５条、第 

１７条及び第１７条の２に規定する転学等の場合を除き、修士課程及び博士後期課程を通して 

合わせて１５単位を限度として、課程修了の要件となる単位として認定することができる。 

 （教員免許状の取得） 

第２１条 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）に基づく中学校又は高等学校の教員の

免許状を得ようとする者は、大学が独自に設定する科目において所定の単位を修得しなければ

ならない。 

 （科目等履修生） 

第２２条 科目等履修生として入学を志願できる者は、九州大学科目等履修生等規則（平成１６

年度九大規則第９１号）第２条第２項に定めるところによる。 

第２３条 科目等履修生として入学を志願する者は、所定の願書に履修しようとする授業科目名

を記載し、履歴書及び検定料を添えて、本学府長に願い出なければならない。 

２ 本学府長は、学生の授業に支障がないときは、前項の願い出があった者について選考の上、

学年又は学期の始めに入学を許可することができる。 

第２４条 科目等履修生の履修した授業科目については、試験により所定の単位を与える。 

２ 前項の単位の授与については、第１１条から第１３条までの規定を準用する。 

第２５条 本学府長は、科目等履修生の修得した単位について、所要の証明書を交付することが

できる。 

 （雑則） 

第２６条 この規則その他の規則等に定めるもののほか、本学府の校務について必要な事項は、

本学府教授会の議を経て、本学府長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年度九大規則第２１５号） 

 この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１７年度九大規則第７６号） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成１８年度に本学府に入学する者から適用し、平

成１８年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する者については、

なお従前の例による。 

   附 則（平成１８年度九大規則第１４５号） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成１９年度に本学府に入学する者から適用し、平

成１９年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する者については、

なお従前の例による。 

   附 則（平成１９年度九大規則第４０号） 

 この規則は、平成１９年１２月２６日から施行する。 

   附 則（平成１９年度九大規則第９３号） 

１ この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２０年度に本学府に入学又は進学する者から適

用し、平成２０年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する者につ

いては、なお従前の例による。 

   附 則（平成２１年度九大規則第１９号） 

 この規則は、平成２１年８月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年度九大規則第９２号） 

１ この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２２年度に本学府に入学する者

から適用し、平成２２年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する

者については、なお従前の例による。 
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   附 則（平成２２年度九大規則第１０８号） 

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２３年度に本学府に入学する者

から適用し、平成２３年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する

者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２３年度九大規則第１２７号） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２４年度に本学府に入学する者

から適用し、平成２４年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する

者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２４年度九大規則第１０８号） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２５年度に本学府に入学する者

から適用し、平成２５年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する

者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２５年度九大規則第６２号） 

 この規則は、平成２５年１２月２６日から施行し、平成２５年１２月１日から適用する。 

   附 則（平成２５年度九大規則第１３６号） 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年度九大規則第１６２号） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則別表第３の規定は、平成２７年度に本学

府に入学する者から適用し、平成２７年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引

き続き在学する者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２７年度九大規則第１３号） 

１ この規則は、平成２７年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２７年４月１日に本学府に入学

する者から適用し、平成２７年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在

学する者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２８年度九大規則第６号） 

１ この規則は、平成２８年５月３１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成２８年度に本学府に入学する者

から適用し、平成２８年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する

者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年度九大規則第１２８号） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則別表第１及び別表第２の規定は、平成２

９年度に本学府に入学する者から適用し、平成２９年３月３１日に本学府に在学し、同年４月

１日以降も引き続き在学する者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２９年度九大規則第１２３号） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則別表第１、別表第２及び別表第３の規定

は、平成３０年度に本学府に入学する者から適用し、平成３０年３月３１日に本学府に在学し、

同年４月１日以降も引き続き在学する者については、なお従前の例による。 

   附 則（平成３０年度九大規則第１０７号） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、平成３１年度に本学府に入学する者

から適用し、平成３１年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する
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者については、なお従前の例による。 

   附 則（令和元年度九大規則第５７号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和２年度に本学府に入学する者か

ら適用し、令和２年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する者に

ついては、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年度九大規則第１２号） 

１ この規則は、令和２年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和２年１０月１日に本学府に入学

する者から適用し、令和２年９月３０日に本学府に在学し、同年１０月１日以降も引き続き在

学する者については、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年度九大規則第２２号） 

 この規則は、令和２年１１月１日から施行する。 

   附 則（令和２年度九大規則第９７号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和３年度に本学府に入学する者か

ら適用し、令和３年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学する者に

ついては、なお従前の例による。 

   附 則（令和４年度九大規則第１５号） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和４年１０月１日に本学府に入学

する者から適用し、令和４年９月３０日に本学府に在学し、同年１０月１日以降も引き続き在

学する者については、なお従前の例による。 

   附 則（令和４年度九大規則第６０号） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和５年４月１日に本学府に入学す

る者から適用し、令和５年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学す

る者については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年度九大規則第６３号） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の九州大学大学院法学府規則は、令和６年４月１日に本学府に入学す

る者から適用し、令和６年３月３１日に本学府に在学し、同年４月１日以降も引き続き在学す

る者については、なお従前の例による。 

 



- 7 - 

 別表第１  

修士課程 研究者コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

共通科目 ティーチング演習                                          ２ 

基 

礎 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法理学特講第一  

法理学特講第二  

法思想史特講第一 

法思想史特講第二 

法社会学特講第一 

法社会学特講第二 

比較法特講第一 

比較法特講第二 

中国法特講第一 

中国法特講第二 

日本法制史特講第一 

日本法制史特講第二 

西洋法制史特講第一 

西洋法制史特講第二 

東洋法制史特講第一 

東洋法制史特講第二 

ローマ法特講第一 

ローマ法特講第二 

比較法史論特講第一 

比較法史論特講第二 

紛争管理論特講第一 

紛争管理論特講第二 

情報法特講第一 

情報法特講第二 

現代法理論特講第一 

現代法理論特講第二 

法情報学特講第一 

法情報学特講第二 

法理学特別研究 

法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究 

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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公 

法 

・ 

憲法特講第一 

憲法特講第二 

行政法特講第一 

４ 

２ 

４ 

社 

会 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

行政法特講第二 

行政学特講第一 

行政学特講第二 

公法学特講第一 

公法学特講第二 

租税法特講第一 

租税法特講第二 

社会保障法特講第一 

社会保障法特講第二 

労働法特講第一 

労働法特講第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

社会保障法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

民 

事 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産法特講第一 

財産法特講第二 

家族法特講第一 

家族法特講第二 

商法特講第一 

商法特講第二 

会社法特講第一 

会社法特講第二 

商取引法特講第一 

商取引法特講第二 

民事訴訟法特講第一 

民事訴訟法特講第二 

民事手続法特講第一 

民事手続法特講第二 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

刑 

事 

法 

学 

主 

履 

修 

刑法特講第一 

刑法特講第二 

刑事訴訟法特講第一 

刑事訴訟法特講第二 

刑事政策特講第一 

刑事政策特講第二 

少年法制特講第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 
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科 

目 

群 

 

少年法制特講第二 

刑法特別研究 

刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

国 

際 

関 

係 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

国際公法特講第一 

国際公法特講第二 

国際機構法特講第一 

国際機構法特講第二 

知的財産法特講第一 

知的財産法特講第二 

トランスナショナル法特講第一 

トランスナショナル法特講第二 

国際私法特講第一 

国際私法特講第二 

国際関係法学総合特講第一 

国際関係法学総合特講第二 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

政 

治 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政治学特講第一 

政治学特講第二 

政治学史特講第一 

政治学史特講第二 

政治・外交史特講第一 

政治・外交史特講第二 

国際政治学特講第一 

国際政治学特講第二 

比較政治学特講第一 

比較政治学特講第二 

政治過程論特講第一 

政治過程論特講第二 

日本政治思想史特講第一 

日本政治思想史特講第二 

地域研究特講第一 

地域研究特講第二 

平和研究特講第一 

平和研究特講第二 

政治学実習第一 

政治学実習第二 

行政学特講第一 

行政学特講第二 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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比較政治学特別研究 

行政学特別研究 

１０ 

１０ 

選 

択 

Legal Research Methodology & Writing (A)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(A.L.) 

２ 

２ 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Legal Research Methodology & Writing (C)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (A.L.) 

Law and Theory Colloquium (A) 

Law and Theory Colloquium (B) 

Law and Society (A)(A.L.) 

Law and Society (B)(A.L.) 

Law and Society (C)(A.L.) 

Law and Society (D)(A.L.) 

Law and Culture (A)(A.L.) 

Law and Culture (B)(A.L.) 

Law and Culture (C)(A.L.) 

Law and Culture (D)(A.L.) 

Law and Development (A)(A.L.) 

Law and Development (B)(A.L.) 

Law and Development (C)(A.L.) 

Law and Development (D)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (A)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (B)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (C)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (D)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (A)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D)(A.L.) 

Business Law (A)(A.L.) 

Business Law (B)(A.L.) 

Business Law (C)(A.L.) 

Business Law (D)(A.L.) 

Corporate and Business Law (A)(A.L.) 

Corporate and Business Law (B)(A.L.) 

Corporate and Business Law (C)(A.L.) 

Corporate and Business Law (D)(A.L.) 

Law and Regulation (A)(A.L.) 

Law and Regulation (B)(A.L.) 

Law and Regulation (C)(A.L.) 

Law and Regulation (D)(A.L.) 

Law and Governance (A)(A.L.) 

Law and Governance (B)(A.L.) 

Law and Governance (C)(A.L.) 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 



- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Law and Governance (D)(A.L.) 

Law and Economy (A)(A.L.) 

Law and Economy (B)(A.L.) 

Law and Economy (C)(A.L.) 

Law and Economy (D)(A.L.) 

Law and Technology (A) (A.L.) 

Law and Technology (B) (A.L.) 

Law and Technology (C) (A.L.) 

Law and Technology (D) (A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (A)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (B)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (C)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (A)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (B)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (C)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (D)(A.L.) 

IT and the Law (A) (A.L.) 

IT and the Law (B) (A.L.) 

IT and the Law (C) (A.L.) 

IT and the Law (D) (A.L.) 

Conflict of Laws (A)(A.L.) 

Conflict of Laws (B)(A.L.) 

Conflict of Laws (C)(A.L.) 

Conflict of Laws (D)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (A)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (B)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (C)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (D)(A.L.) 

Transnational Business Law (A)(A.L.) 

Transnational Business Law (B)(A.L.) 

Transnational Business Law (C)(A.L.) 

Transnational Business Law (D)(A.L.) 

Transnational Public Law (A)(A.L.) 

Transnational Public Law (B)(A.L.) 

Transnational Public Law (C)(A.L.) 

Transnational Public Law (D)(A.L.) 

Transnational Economic Law (A)(A.L.) 

Transnational Economic Law (B)(A.L.) 

Transnational Economic Law (C)(A.L.) 

Transnational Economic Law (D)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (A)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (B)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (C)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (D)(A.L.) 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 
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Regional Economic Integration (A)(A.L.) 

Regional Economic Integration (B)(A.L.) 

Regional Economic Integration (C)(A.L.) 

Regional Economic Integration (D)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (A)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (B)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (C)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (D)(A.L.) 

Introduction to Politics 

Introduction to Public Policy 

Introduction to International Relations 

Academic Literacy 

National Governance 

Local Governance 

Development and Good Governance 

Governance and Public Philosophy 

Global Governance 

Regional Governance 

Research Methodology 

Japanese Politics 

Japanese Diplomacy 

Energy and Environmental Policy 

Security Policy 

International Relations and Human Rights 

International Relations in East Asia 

International Joint Workshop 

ＥＵ法特講第一 

ＥＵ法特講第二  

ドイツ法特講第一 

ドイツ法特講第二 

フランス法特講第一 

フランス法特講第二 

英米法特講第一 

英米法特講第二 

アジア法特講第一 

アジア法特講第二 

基礎法学外国書講読第一 

基礎法学外国書講読第二 

国際関係法学外国書講読第一 

国際関係法学外国書講読第二 

政治学外国書講読第一 

政治学外国書講読第二 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

履修方法 

（１）日本人学生 

①必修科目2単位（共通科目「ティーチング演習」（2単位）） 

②選択必修科目20単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選

択履修する。） 
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③選択科目8単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科目

群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 

 

（２）留学生 

①選択必修科目20単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選

択履修する。） 

②選択科目10単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科目

群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 

以上の要件に加え、留学生は「法学・政治学における論文の書き方」（「特別研究」（10単位）

に含まれる。）を履修しなければ、修士論文を提出することが出来ない。 

  

別表第２  

修士課程 専修コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

共通科目 ティーチング演習                                          ２ 

基 

礎 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法理学特講第一  

法理学特講第二  

法思想史特講第一 

法思想史特講第二 

法社会学特講第一 

法社会学特講第二 

比較法特講第一 

比較法特講第二 

中国法特講第一 

中国法特講第二 

日本法制史特講第一 

日本法制史特講第二 

西洋法制史特講第一 

西洋法制史特講第二 

東洋法制史特講第一 

東洋法制史特講第二 

ローマ法特講第一 

ローマ法特講第二 

比較法史論特講第一 

比較法史論特講第二 

紛争管理論特講第一 

紛争管理論特講第二 

情報法特講第一 

情報法特講第二 

現代法理論特講第一 

現代法理論特講第二 

法情報学特講第一 

法情報学特講第二 

法理学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 
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法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究  

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

実 

定 

法 

憲法特講第一 

憲法特講第二 

行政法特講第一 

４ 

２ 

４ 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政法特講第二 

行政学特講第一 

行政学特講第二 

公法学特講第一 

公法学特講第二 

租税法特講第一 

租税法特講第二 

社会保障法特講第一 

社会保障法特講第二 

労働法特講第一 

労働法特講第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

社会保障法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

財産法特講第一 

財産法特講第二 

家族法特講第一 

家族法特講第二 

商法特講第一 

商法特講第二 

会社法特講第一 

会社法特講第二 

商取引法特講第一 

商取引法特講第二 

民事訴訟法特講第一 

民事訴訟法特講第二 

民事手続法特講第一 

民事手続法特講第二 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 
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民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

刑法特講第一 

刑法特講第二 

刑事訴訟法特講第一 

刑事訴訟法特講第二 

刑事政策特講第一 

刑事政策特講第二 

少年法制特講第一 

少年法制特講第二 

刑法特別研究 

刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

国 

際 

国際公法特講第一 

国際公法特講第二 

４ 

２ 

関 

係 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際機構法特講第一 

国際機構法特講第二 

知的財産法特講第一 

知的財産法特講第二 

トランスナショナル法特講第一 

トランスナショナル法特講第二 

国際私法特講第一 

国際私法特講第二 

国際関係法学総合特講第一 

国際関係法学総合特講第二 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

国際政治学特講第一 

国際政治学特講第二 

地域研究特講第一 

地域研究特講第二 

平和研究特講第一 

平和研究特講第二 

国際政治学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 
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政 

治 

・ 

行 

政 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政治学特講第一 

政治学特講第二 

政治学史特講第一 

政治学史特講第二 

政治・外交史特講第一 

政治・外交史特講第二 

国際政治学特講第一 

国際政治学特講第二 

比較政治学特講第一 

比較政治学特講第二 

政治過程論特講第一 

政治過程論特講第二 

日本政治思想史特講第一 

日本政治思想史特講第二 

地域研究特講第一 

地域研究特講第二 

平和研究特講第一 

平和研究特講第二 

政治学実習第一 

政治学実習第二 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

憲法特講第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

憲法特講第二 

行政法特講第一 

行政法特講第二 

行政学特講第一 

行政学特講第二 

公法学特講第一 

公法学特講第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

行政学特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 
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選 

択 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Legal Research Methodology & Writing (A)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (C)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (A.L.) 

Law and Theory Colloquium (A) 

Law and Theory Colloquium (B) 

Law and Society (A)(A.L.) 

Law and Society (B)(A.L.) 

Law and Society (C)(A.L.) 

Law and Society (D)(A.L.) 

Law and Culture (A)(A.L.) 

Law and Culture (B)(A.L.) 

Law and Culture (C)(A.L.) 

Law and Culture (D)(A.L.) 

Law and Development (A)(A.L.) 

Law and Development (B)(A.L.) 

Law and Development (C)(A.L.) 

Law and Development (D)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (A)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (B)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (C)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (D)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (A)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D)(A.L.) 

Business Law (A)(A.L.) 

Business Law (B)(A.L.) 

Business Law (C)(A.L.) 

Business Law (D)(A.L.) 

Corporate and Business Law (A)(A.L.) 

Corporate and Business Law (B)(A.L.) 

Corporate and Business Law (C)(A.L.) 

Corporate and Business Law (D)(A.L.) 

Law and Regulation (A)(A.L.) 

Law and Regulation (B)(A.L.) 

Law and Regulation (C)(A.L.) 

Law and Regulation (D)(A.L.) 

Law and Governance (A)(A.L.) 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

 

 

 

 

 

Law and Governance (B)(A.L.) 

Law and Governance (C)(A.L.) 

Law and Governance (D)(A.L.) 

Law and Economy (A)(A.L.) 

Law and Economy (B)(A.L.) 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 
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Law and Economy (C)(A.L.) 

Law and Economy (D)(A.L.) 

Law and Technology (A) (A.L.) 

Law and Technology (B) (A.L.) 

Law and Technology (C) (A.L.) 

Law and Technology (D) (A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (A)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (B)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (C)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (A)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (B)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (C)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (D)(A.L.) 

IT and the Law (A) (A.L.) 

IT and the Law (B) (A.L.) 

IT and the Law (C) (A.L.) 

IT and the Law (D) (A.L.) 

Conflict of Laws (A)(A.L.) 

Conflict of Laws (B)(A.L.) 

Conflict of Laws (C)(A.L.) 

Conflict of Laws (D)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (A)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (B)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (C)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (D)(A.L.) 

Transnational Business Law (A)(A.L.) 

Transnational Business Law (B)(A.L.) 

Transnational Business Law (C)(A.L.) 

Transnational Business Law (D)(A.L.) 

Transnational Public Law (A)(A.L.) 

Transnational Public Law (B)(A.L.) 

Transnational Public Law (C)(A.L.) 

Transnational Public Law (D)(A.L.) 

Transnational Economic Law (A)(A.L.) 

Transnational Economic Law (B)(A.L.) 

Transnational Economic Law (C)(A.L.) 

Transnational Economic Law (D)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (A)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (B)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (C)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (D)(A.L.) 

Regional Economic Integration (A)(A.L.) 

Regional Economic Integration (B)(A.L.) 

Regional Economic Integration (C)(A.L.) 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 
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Regional Economic Integration (D)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (A)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (B)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (C)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (D)(A.L.) 

Introduction to Politics 

Introduction to Public Policy 

Introduction to International Relations 

Academic Literacy 

National Governance 

Local Governance 

Development and Good Governance 

Governance and Public Philosophy 

Global Governance 

Regional Governance 

Research Methodology 

Japanese Politics 

Japanese Diplomacy 

Energy and Environmental Policy 

Security Policy 

International Relations and Human Rights 

International Relations in East Asia 

International Joint Workshop 

ＥＵ法特講第一 

ＥＵ法特講第二  

ドイツ法特講第一 

ドイツ法特講第二 

フランス法特講第一 

フランス法特講第二 

英米法特講第一 

英米法特講第二 

アジア法特講第一 

アジア法特講第二 

基礎法学外国書講読第一 

基礎法学外国書講読第二 

国際関係法学外国書講読第一 

国際関係法学外国書講読第二 

政治学外国書講読第一 

政治学外国書講読第二 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

履修方法 

（１）日本人学生 

①選択必修科目20単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選 

択履修する。） 

②選択科目10単位以上（共通科目「ティーチング演習」（2単位）、選択必修科目として修得

しない自らの主履修科目群、他の主履修科目群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 
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（２）留学生 

①選択必修科目20単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選

択履修する。） 

②選択科目10単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科目

群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 

以上の要件に加え、留学生は「法学・政治学における論文の書き方」（「特別研究」（10単

位）に含まれる。）を履修しなければ、修士論文を提出することが出来ない。 
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 別表第３  

修士課程 国際コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択必修科目） 

Legal Research Methodology & Writing (A)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (C)(A.L.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (A.L.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (A.L.) 

Law and Theory Colloquium (A) 

Law and Theory Colloquium (B) 

Law and Society (A)(A.L.) 

Law and Society (B)(A.L.) 

Law and Society (C)(A.L.) 

Law and Society (D)(A.L.) 

Law and Culture (A)(A.L.) 

Law and Culture (B)(A.L.) 

Law and Culture (C)(A.L.) 

Law and Culture (D)(A.L.) 

Law and Development (A)(A.L.) 

Law and Development (B)(A.L.) 

Law and Development (C)(A.L.) 

Law and Development (D)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (A)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (B)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (C)(A.L.) 

Law and Contemporary Problems (D)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (A)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C)(A.L.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D)(A.L.) 

Business Law (A)(A.L.) 

Business Law (B)(A.L.) 

Business Law (C)(A.L.) 

Business Law (D)(A.L.) 

Corporate and Business Law (A)(A.L.) 

Corporate and Business Law (B)(A.L.) 

Corporate and Business Law (C)(A.L.) 

Corporate and Business Law (D)(A.L.) 

Law and Regulation (A)(A.L.) 

Law and Regulation (B)(A.L.) 

Law and Regulation (C)(A.L.) 

Law and Regulation (D)(A.L.) 

Law and Governance (A)(A.L.) 

 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 
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 Law and Governance (B)(A.L.) 

Law and Governance (C)(A.L.) 

Law and Governance (D)(A.L.) 

Law and Economy (A)(A.L.) 

Law and Economy (B)(A.L.) 

Law and Economy (C)(A.L.) 

Law and Economy (D)(A.L.) 

Law and Technology (A) (A.L.) 

Law and Technology (B) (A.L.) 

Law and Technology (C) (A.L.) 

Law and Technology (D) (A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C)(A.L.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (A)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (B)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (C)(A.L.) 

Intellectual Property and the Law (D)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (A)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (B)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (C)(A.L.) 

Intellectual Property and Innovation (D)(A.L.) 

IT and the Law (A) (A.L.) 

IT and the Law (B) (A.L.) 

IT and the Law (C) (A.L.) 

IT and the Law (D) (A.L.) 

Conflict of Laws (A)(A.L.) 

Conflict of Laws (B)(A.L.) 

Conflict of Laws (C)(A.L.) 

Conflict of Laws (D)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (A)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (B)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (C)(A.L.) 

Transnational Civil Litigation (D)(A.L.) 

Transnational Business Law (A)(A.L.) 

Transnational Business Law (B)(A.L.) 

Transnational Business Law (C)(A.L.) 

Transnational Business Law (D)(A.L.) 

Transnational Public Law (A)(A.L.) 

Transnational Public Law (B)(A.L.) 

Transnational Public Law (C)(A.L.) 

Transnational Public Law (D)(A.L.) 

Transnational Economic Law (A)(A.L.) 

Transnational Economic Law (B)(A.L.) 

Transnational Economic Law (C)(A.L.) 

Transnational Economic Law (D)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (A)(A.L.) 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 
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Transnational Law and Policy (B)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (C)(A.L.) 

Transnational Law and Policy (D)(A.L.) 

Regional Economic Integration (A)(A.L.) 

Regional Economic Integration (B)(A.L.) 

Regional Economic Integration (C)(A.L.) 

Regional Economic Integration (D)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (A)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (B)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (C)(A.L.) 

Comparative Legal Systems (D)(A.L.) 

法理学特別研究 

法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究 

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

社会保障法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

刑法特別研究 

刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

アジア法特別研究 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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比 

較 

政 

治 

・ 

行 

政 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択必修科目） 

Introduction to Politics 

Introduction to Public Policy 

Introduction to International Relations 

Academic Literacy 

National Governance 

Local Governance 

Development and Good Governance 

Governance and Public Philosophy 

Global Governance 

Regional Governance 

Research Methodology 

Japanese Politics 

Japanese Diplomacy 

Energy and Environmental Policy 

Security Policy 

International Relations and Human Rights 

International Relations in East Asia 

International Joint Workshop 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

行政学特別研究 

 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

選 

択 

科 

目 

群 

 

 

法理学特講第一  

法理学特講第二 

法思想史特講第一 

法思想史特講第二 

法社会学特講第一 

法社会学特講第二 

比較法特講第一 

比較法特講第二 

中国法特講第一 

中国法特講第二 

日本法制史特講第一 

日本法制史特講第二 

西洋法制史特講第一 

西洋法制史特講第二 

東洋法制史特講第一 

東洋法制史特講第二 

ローマ法特講第一 

ローマ法特講第二 

比較法史論特講第一 

比較法史論特講第二 

紛争管理論特講第一 

紛争管理論特講第二 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 



- 25 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現代法理論特講第一 

現代法理論特講第二 

法情報学特講第一 

法情報学特講第二 

憲法特講第一 

憲法特講第二 

行政法特講第一 

行政法特講第二 

行政学特講第一 

行政学特講第二 

公法学特講第一 

公法学特講第二 

租税法特講第一 

租税法特講第二 

社会保障法特講第一 

社会保障法特講第二 

労働法特講第一 

労働法特講第二 

財産法特講第一 

財産法特講第二 

家族法特講第一 

家族法特講第二 

商法特講第一 

商法特講第二 

会社法特講第一 

会社法特講第二 

商取引法特講第一 

商取引法特講第二 

民事訴訟法特講第一 

民事訴訟法特講第二 

民事手続法特講第一 

民事手続法特講第二 

刑法特講第一 

刑法特講第二 

刑事訴訟法特講第一 

刑事訴訟法特講第二 

刑事政策特講第一 

刑事政策特講第二 

少年法制特講第一 

少年法制特講第二 

国際公法特講第一 

国際公法特講第二 

国際機構法特講第一 

国際機構法特講第二 

知的財産法特講第一 

知的財産法特講第二 

トランスナショナル法特講第一 

トランスナショナル法特講第二 

国際私法特講第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 
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国際私法特講第二 

国際関係法学総合特講第一 

２ 

４ 
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 国際関係法学総合特講第二 

国際政治学特講第一 

国際政治学特講第二 

地域研究特講第一 

地域研究特講第二 

平和研究特講第一 

平和研究特講第二 

政治学特講第一 

政治学特講第二 

政治学史特講第一 

政治学史特講第二 

政治・外交史特講第一 

政治・外交史特講第二 

比較政治学特講第一 

比較政治学特講第二 

政治過程論特講第一 

政治過程論特講第二 

日本政治思想史特講第一 

日本政治思想史特講第二 

政治学実習第一 

政治学実習第二 

ＥＵ法特講第一 

ＥＵ法特講第二  

ドイツ法特講第一 

ドイツ法特講第二 

フランス法特講第一 

フランス法特講第二 

英米法特講第一 

英米法特講第二 

アジア法特講第一 

アジア法特講第二 

基礎法学外国書講読第一 

基礎法学外国書講読第二 

国際関係法学外国書講読第一 

国際関係法学外国書講読第二 

政治学外国書講読第一 

政治学外国書講読第二 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

履修方法 

①選択必修科目12単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから

12単位を選択履修する。） 

②選択科目18単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科

目群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 
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 別表第４  

博士後期課程 研究者コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

共通科目 ティーチング演習                                          ２ 

基 

礎 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法理学研究第一  

法理学研究第二 

法思想史研究第一 

法思想史研究第二 

法社会学研究第一 

法社会学研究第二 

比較法研究第一 

比較法研究第二 

中国法研究第一 

中国法研究第二 

日本法制史研究第一 

日本法制史研究第二 

西洋法制史研究第一 

西洋法制史研究第二 

東洋法制史研究第一 

東洋法制史研究第二 

ローマ法研究第一 

ローマ法研究第二 

紛争管理論研究第一 

紛争管理論研究第二 

情報法研究第一 

情報法研究第二 

法情報学研究第一 

法情報学研究第二 

法理学特別研究 

法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究 

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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公 

法 

・ 

社 

会 

法 

学 

憲法研究第一 

憲法研究第二 

比較憲法研究第一 

比較憲法研究第二 

行政法研究第一 

行政法研究第二 

公法学研究第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

公法学研究第二 

租税法研究第一 

租税法研究第二 

労働法研究第一 

労働法研究第二 

社会保障法研究第一 

社会保障法研究第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

租税法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

社会保障法特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

民 

事 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産法研究第一 

財産法研究第二 

家族法研究第一 

家族法研究第二 

商法研究第一 

商法研究第二 

会社法研究第一 

会社法研究第二 

商取引法研究第一 

商取引法研究第二 

民事訴訟法研究第一 

民事訴訟法研究第二 

民事手続法研究第一 

民事手続法研究第二 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

刑 

事 

法 

学 

主 

履 

修 

刑法研究第一 

刑法研究第二 

刑事訴訟法研究第一 

刑事訴訟法研究第二 

刑事政策研究第一 

刑事政策研究第二 

少年法制研究第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 
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科 

目 

群 

 

少年法制研究第二 

刑法特別研究 

刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

国 

際 

関 

国際公法研究第一 

国際公法研究第二 

国際機構法研究第一 

４ 

２ 

４ 

係 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

国際機構法研究第二 

知的財産法研究第一 

知的財産法研究第二 

トランスナショナル法研究第一 

トランスナショナル法研究第二 

国際私法研究第一 

国際私法研究第二 

国際関係法学総合研究第一 

国際関係法学総合研究第二 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

政 

治 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政治学研究第一 

政治学研究第二 

政治学史研究第一 

政治学史研究第二 

政治・外交史研究第一 

政治・外交史研究第二 

国際政治学研究第一 

国際政治学研究第二 

比較政治学研究第一 

比較政治学研究第二 

政治過程論研究第一 

政治過程論研究第二 

日本政治思想史研究第一 

日本政治思想史研究第二 

行政学研究第一 

行政学研究第二 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

政治過程論特別研究 

日本政治思想史特別研究 

行政学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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選 

択 

科 

目 

群 

 

 

 

 

Comprehensive Research Seminar (A) 

Comprehensive Research Seminar (B) 

Legal Research Training (A) 

Legal Research Training (B) 

Legal Research Methodology & Writing (A)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (C)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (R.) 

Advanced Law and Theory Colloquium (A) 

Advanced Law and Theory Colloquium (B) 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Law and Society (A) (R.) 

Law and Society (B) (R.) 

Law and Society (C) (R.) 

Law and Society (D) (R.) 

Law and Culture (A) (R.) 

Law and Culture (B) (R.) 

Law and Culture (C) (R.) 

Law and Culture (D) (R.) 

Law and Development (A) (R.) 

Law and Development (B) (R.) 

Law and Development (C) (R.) 

Law and Development (D) (R.) 

Law and Contemporary Problems (A) (R.) 

Law and Contemporary Problems (B) (R.) 

Law and Contemporary Problems (C) (R.) 

Law and Contemporary Problems (D) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (A) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D) (R.) 

Business Law (A) (R.) 

Business Law (B) (R.) 

Business Law (C) (R.) 

Business Law (D) (R.) 

Corporate and Business Law (A) (R.) 

Corporate and Business Law (B) (R.) 

Corporate and Business Law (C) (R.) 

Corporate and Business Law (D) (R.) 

Law and Regulation (A) (R.) 

Law and Regulation (B) (R.) 

Law and Regulation (C) (R.) 

Law and Regulation (D) (R.) 

Law and Governance (A) (R.) 

Law and Governance (B) (R.) 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 
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Law and Governance (C) (R.) 

Law and Governance (D) (R.) 

Law and Economy (A) (R.) 

Law and Economy (B) (R.) 

Law and Economy (C) (R.) 

Law and Economy (D) (R.) 

Law and Technology (A) (R.) 

Law and Technology (B) (R.) 

Law and Technology (C) (R.) 

Law and Technology (D) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D) (R.) 

Intellectual Property and the Law (A) (R.) 

Intellectual Property and the Law (B) (R.) 

Intellectual Property and the Law (C) (R.) 

Intellectual Property and the Law (D) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (A) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (B) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (C) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (D) (R.) 

IT and the Law (A) (R.) 

IT and the Law (B) (R.) 

IT and the Law (C) (R.) 

IT and the Law (D) (R.) 

Conflict of Laws (A) (R.) 

Conflict of Laws (B) (R.) 

Conflict of Laws (C) (R.) 

Conflict of Laws (D) (R.) 

Transnational Civil Litigation (A) (R.) 

Transnational Civil Litigation (B) (R.) 

Transnational Civil Litigation (C) (R.) 

Transnational Civil Litigation (D) (R.) 

Transnational Business Law (A) (R.) 

Transnational Business Law (B) (R.) 

Transnational Business Law (C) (R.) 

Transnational Business Law (D) (R.) 

Transnational Public Law (A) (R.) 

Transnational Public Law (B) (R.) 

Transnational Public Law (C) (R.) 

Transnational Public Law (D) (R.) 

Transnational Economic Law (A) (R.) 

Transnational Economic Law (B) (R.) 

Transnational Economic Law (C) (R.) 

Transnational Economic Law (D) (R.) 

Transnational Law and Policy (A) (R.) 

Transnational Law and Policy (B) (R.) 

Transnational Law and Policy (C) (R.) 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 
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Transnational Law and Policy (D) (R.) 

Regional Economic Integration (A) (R.) 

Regional Economic Integration (B) (R.) 

Regional Economic Integration (C) (R.) 

Regional Economic Integration (D) (R.) 

Comparative Legal Systems (A) (R.) 

Comparative Legal Systems (B) (R.) 

Comparative Legal Systems (C) (R.) 

Comparative Legal Systems (D) (R.) 

ＥＵ法研究第一 

ＥＵ法研究第二  

ドイツ法研究第一 

ドイツ法研究第二 

フランス法研究第一 

フランス法研究第二 

英米法研究第一 

英米法研究第二 

アジア法研究第一 

アジア法研究第二 

法情報学研究第一 

法情報学研究第二 

アジア法特別研究 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

履修方法 

①必修科目2単位（共通科目「ティーチング演習」（2単位）） 

②選択必修科目16単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選

択履修する。） 

③選択科目2単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科目

群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 
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別表第５  

博士後期課程 高度専門職業人コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

基 

礎 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法理学研究第一  

法理学研究第二 

法思想史研究第一 

法思想史研究第二 

法社会学研究第一 

法社会学研究第二 

比較法研究第一 

比較法研究第二 

中国法研究第一 

中国法研究第二 

日本法制史研究第一 

日本法制史研究第二 

西洋法制史研究第一 

西洋法制史研究第二 

東洋法制史研究第一 

東洋法制史研究第二 

ローマ法研究第一 

ローマ法研究第二 

紛争管理論研究第一 

紛争管理論研究第二 

情報法研究第一 

情報法研究第二 

法情報学研究第一 

法情報学研究第二 

法理学特別研究 

法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究 

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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実 

定 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

憲法研究第一 

憲法研究第二 

比較憲法研究第一 

比較憲法研究第二 

行政法研究第一 

行政法研究第二 

公法学研究第一 

公法学研究第二 

租税法研究第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税法研究第二 

労働法研究第一 

労働法研究第二 

社会保障法研究第一 

社会保障法研究第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

租税法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

社会保障法特別研究 

財産法研究第一 

財産法研究第二 

家族法研究第一 

家族法研究第二 

商法研究第一 

商法研究第二 

会社法研究第一 

会社法研究第二 

商取引法研究第一 

商取引法研究第二 

民事訴訟法研究第一 

民事訴訟法研究第二 

民事手続法研究第一 

民事手続法研究第二 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

刑法研究第一 

刑法研究第二 

刑事訴訟法研究第一 

刑事訴訟法研究第二 

刑事政策研究第一 

刑事政策研究第二 

少年法制研究第一 

少年法制研究第二 

刑法特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 
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刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

１０ 

１０ 

国 

際 

関 

係 

主 

履 

修 

国際公法研究第一 

国際公法研究第二 

国際機構法研究第一 

国際機構法研究第二 

知的財産法研究第一 

知的財産法研究第二 

トランスナショナル法研究第一 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トランスナショナル法研究第二 

国際私法研究第一 

国際私法研究第二 

国際関係法学総合研究第一 

国際関係法学総合研究第二 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

国際政治学研究第一 

国際政治学研究第二 

国際政治学特別研究 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

１０ 
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政 

治 

・ 

行 

政 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政治学研究第一 

政治学研究第二 

政治学史研究第一 

政治学史研究第二 

政治・外交史研究第一 

政治・外交史研究第二 

国際政治学研究第一 

国際政治学研究第二 

比較政治学研究第一 

比較政治学研究第二 

政治過程論研究第一 

政治過程論研究第二 

日本政治思想史研究第一 

日本政治思想史研究第二 

政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

政治過程論特別研究 

日本政治思想史特別研究 

憲法研究第一 

憲法研究第二 

比較憲法研究第一 

比較憲法研究第二 

行政法研究第一 

行政法研究第二 

公法学研究第一 

公法学研究第二 

行政学研究第一 

行政学研究第二 

租税法研究第一 

租税法研究第二 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

１０ 

 

 

行政学特別研究 

租税法特別研究 

１０ 

１０ 
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選 

択 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Comprehensive Research Seminar (A) 

Comprehensive Research Seminar (B) 

Legal Research Training (A) 

Legal Research Training (B) 

Legal Research Methodology & Writing (A)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (C)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (R.) 

Advanced Law and Theory Colloquium (A) 

Advanced Law and Theory Colloquium (B) 

Law and Society (A) (R.) 

Law and Society (B) (R.) 

Law and Society (C) (R.) 

Law and Society (D) (R.) 

Law and Culture (A) (R.) 

Law and Culture (B) (R.) 

Law and Culture (C) (R.) 

Law and Culture (D) (R.) 

Law and Development (A) (R.) 

Law and Development (B) (R.) 

Law and Development (C) (R.) 

Law and Development (D) (R.) 

Law and Contemporary Problems (A) (R.) 

Law and Contemporary Problems (B) (R.) 

Law and Contemporary Problems (C) (R.) 

Law and Contemporary Problems (D) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (A) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D) (R.) 

Business Law (A) (R.) 

Business Law (B) (R.) 

Business Law (C) (R.) 

Business Law (D) (R.) 

Corporate and Business Law (A) (R.) 

Corporate and Business Law (B) (R.) 

Corporate and Business Law (C) (R.) 

Corporate and Business Law (D) (R.) 

Law and Regulation (A) (R.) 

Law and Regulation (B) (R.) 

Law and Regulation (C) (R.) 

Law and Regulation (D) (R.) 

Law and Governance (A) (R.) 

Law and Governance (B) (R.) 

Law and Governance (C) (R.) 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 
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Law and Governance (D) (R.) 

Law and Economy (A) (R.) 

Law and Economy (B) (R.) 

Law and Economy (C) (R.) 

Law and Economy (D) (R.) 

Law and Technology (A) (R.) 

Law and Technology (B) (R.) 

Law and Technology (C) (R.) 

Law and Technology (D) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D) (R.) 

Intellectual Property and the Law (A) (R.) 

Intellectual Property and the Law (B) (R.) 

Intellectual Property and the Law (C) (R.) 

Intellectual Property and the Law (D) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (A) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (B) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (C) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (D) (R.) 

IT and the Law (A) (R.) 

IT and the Law (B) (R.) 

IT and the Law (C) (R.) 

IT and the Law (D) (R.) 

Conflict of Laws (A) (R.) 

Conflict of Laws (B) (R.) 

Conflict of Laws (C) (R.) 

Conflict of Laws (D) (R.) 

Transnational Civil Litigation (A) (R.) 

Transnational Civil Litigation (B) (R.) 

Transnational Civil Litigation (C) (R.) 

Transnational Civil Litigation (D) (R.) 

Transnational Business Law (A) (R.) 

Transnational Business Law (B) (R.) 

Transnational Business Law (C) (R.) 

Transnational Business Law (D) (R.) 

Transnational Public Law (A) (R.) 

Transnational Public Law (B) (R.) 

Transnational Public Law (C) (R.) 

Transnational Public Law (D) (R.) 

Transnational Economic Law (A) (R.) 

Transnational Economic Law (B) (R.) 

Transnational Economic Law (C) (R.) 

Transnational Economic Law (D) (R.) 

Transnational Law and Policy (A) (R.) 

Transnational Law and Policy (B) (R.) 

Transnational Law and Policy (C) (R.) 

Transnational Law and Policy (D) (R.) 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 
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Regional Economic Integration (A) (R.) 

Regional Economic Integration (B) (R.) 

Regional Economic Integration (C) (R.) 

Regional Economic Integration (D) (R.) 

Comparative Legal Systems (A) (R.) 

Comparative Legal Systems (B) (R.) 

Comparative Legal Systems (C) (R.) 

Comparative Legal Systems (D) (R.) 

ＥＵ法研究第一 

ＥＵ法研究第二  

ドイツ法研究第一 

ドイツ法研究第二 

フランス法研究第一 

フランス法研究第二 

英米法研究第一 

英米法研究第二 

アジア法研究第一 

アジア法研究第二 

アジア法特別研究 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

１０ 

履修方法 

①選択必修科目16単位（「特別研究」（10単位）を含めて、自らの主履修科目群のなかから選

択履修する。） 

②選択科目4単位以上（選択必修科目として修得しない自らの主履修科目群、他の主履修科目

群及び選択科目群のなかから選択履修する。） 
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 別表第６ 

博士後期課程 国際コース 

科目区分 授 業 科 目 の 名 称 単位数 

法 

学 

主 

履 

修 

科 

目 

群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（選択必修科目） 

Comprehensive Research Seminar (A) 

Comprehensive Research Seminar (B) 

Legal Research Training (A) 

Legal Research Training (B) 

Legal Research Methodology & Writing (A)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (B)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (C)(R.) 

Legal Research Methodology & Writing (D)(R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (A) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (B) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (C) (R.) 

Introduction to Legal and Political Studies (D) (R.) 

Advanced Law and Theory Colloquium (A) 

Advanced Law and Theory Colloquium (B) 

Law and Society (A) (R.) 

Law and Society (B) (R.) 

Law and Society (C) (R.) 

Law and Society (D) (R.) 

Law and Culture (A) (R.) 

Law and Culture (B) (R.) 

Law and Culture (C) (R.) 

Law and Culture (D) (R.) 

Law and Development (A) (R.) 

Law and Development (B) (R.) 

Law and Development (C) (R.) 

Law and Development (D) (R.) 

Law and Contemporary Problems (A) (R.) 

Law and Contemporary Problems (B) (R.) 

Law and Contemporary Problems (C) (R.) 

Law and Contemporary Problems (D) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law（A）(R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (B) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (C) (R.) 

Contemporary Issues in Japanese Law (D) (R.) 

Business Law (A) (R.) 

Business Law (B) (R.) 

Business Law (C) (R.) 

Business Law (D) (R.) 

Corporate and Business Law (A) (R.) 

Corporate and Business Law (B) (R.) 

Corporate and Business Law (C) (R.) 

Corporate and Business Law (D) (R.) 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 
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 Law and Regulation (A) (R.) 

Law and Regulation (B) (R.) 

Law and Regulation (C) (R.) 

Law and Regulation (D) (R.) 

Law and Governance (A) (R.) 

Law and Governance (B) (R.) 

Law and Governance (C) (R.) 

Law and Governance (D) (R.) 

Law and Economy (A) (R.) 

Law and Economy (B) (R.) 

Law and Economy (C) (R.) 

Law and Economy (D) (R.) 

Law and Technology (A) (R.) 

Law and Technology (B) (R.) 

Law and Technology (C) (R.) 

Law and Technology (D) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (A) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (B) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (C) (R.) 

Contemporary Perspectives on Business Law (D) (R.) 

Intellectual Property and the Law (A) (R.) 

Intellectual Property and the Law (B) (R.) 

Intellectual Property and the Law (C) (R.) 

Intellectual Property and the Law (D) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (A) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (B) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (C) (R.) 

Intellectual Property and Innovation (D) (R.) 

IT and the Law (A) (R.) 

IT and the Law (B) (R.) 

IT and the Law (C) (R.) 

IT and the Law (D) (R.) 

Conflict of Laws (A) (R.) 

Conflict of Laws (B) (R.) 

Conflict of Laws (C) (R.) 

Conflict of Laws (D) (R.) 

Transnational Civil Litigation (A) (R.) 

Transnational Civil Litigation (B) (R.) 

Transnational Civil Litigation (C) (R.) 

Transnational Civil Litigation (D) (R.) 

Transnational Business Law (A) (R.) 

Transnational Business Law (B) (R.) 

Transnational Business Law (C) (R.) 

Transnational Business Law (D) (R.) 

Transnational Public Law (A) (R.) 

Transnational Public Law (B) (R.) 

Transnational Public Law (C) (R.) 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 
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 Transnational Public Law (D) (R.) 

Transnational Economic Law (A) (R.) 

Transnational Economic Law (B) (R.) 

Transnational Economic Law (C) (R.) 

Transnational Economic Law (D) (R.) 

Transnational Law and Policy (A) (R.) 

Transnational Law and Policy (B) (R.) 

Transnational Law and Policy (C) (R.) 

Transnational Law and Policy (D) (R.) 

Regional Economic Integration (A) (R.) 

Regional Economic Integration (B) (R.) 

Regional Economic Integration (C) (R.) 

Regional Economic Integration (D) (R.) 

Comparative Legal Systems (A) (R.) 

Comparative Legal Systems (B) (R.) 

Comparative Legal Systems (C) (R.) 

Comparative Legal Systems (D) (R.) 

法理学特別研究 

法思想史特別研究 

法社会学特別研究 

比較法特別研究 

中国法特別研究 

日本法制史特別研究 

西洋法制史特別研究 

東洋法制史特別研究 

ローマ法特別研究 

紛争管理論特別研究 

情報法特別研究 

法情報学特別研究 

憲法特別研究 

行政法特別研究 

行政学特別研究 

社会保障法特別研究 

労働法特別研究 

経済法特別研究 

民法特別研究 

商法特別研究 

会社法特別研究 

民事訴訟法特別研究 

民事手続法特別研究 

刑法特別研究 

刑事訴訟法特別研究 

刑事政策特別研究 

国際公法特別研究 

国際機構法特別研究 

知的財産法特別研究 

トランスナショナル法特別研究 

国際私法特別研究 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 
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政治学特別研究 

政治学史特別研究 

政治･外交史特別研究 

国際政治学特別研究 

比較政治学特別研究 

アジア法特別研究 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

１０ 

選 

択 

科 

目 

群 

法理学研究第一  

法理学研究第二 

法思想史研究第一 

法思想史研究第二 

法社会学研究第一 

法社会学研究第二 

比較法研究第一 

比較法研究第二 

中国法研究第一 

中国法研究第二 

日本法制史研究第一 

日本法制史研究第二 

西洋法制史研究第一 

西洋法制史研究第二 

東洋法制史研究第一 

東洋法制史研究第二 

ローマ法研究第一 

ローマ法研究第二 

紛争管理論研究第一 

紛争管理論研究第二 

情報法研究第一 

情報法研究第二 

法情報学研究第一 

法情報学研究第二 

憲法研究第一 

憲法研究第二 

比較憲法研究第一 

比較憲法研究第二 

行政法研究第一 

行政法研究第二 

公法学研究第一 

公法学研究第二 

行政学研究第一 

行政学研究第二 

租税法研究第一 

租税法研究第二 

労働法研究第一 

労働法研究第二 

社会保障法研究第一 

社会保障法研究第二 

財産法研究第一 

財産法研究第二 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 
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家族法研究第一 

家族法研究第二 

４ 

２ 

 商法研究第一 

商法研究第二 

会社法研究第一 

会社法研究第二 

商取引法研究第一 

商取引法研究第二 

民事訴訟法研究第一 

民事訴訟法研究第二 

民事手続法研究第一 

民事手続法研究第二 

刑法研究第一 

刑法研究第二 

刑事訴訟法研究第一 

刑事訴訟法研究第二 

刑事政策研究第一 

刑事政策研究第二 

少年法制研究第一 

少年法制研究第二 

国際公法研究第一 

国際公法研究第二 

国際機構法研究第一 

国際機構法研究第二 

知的財産法研究第一 

知的財産法研究第二 

トランスナショナル法研究第一 

トランスナショナル法研究第二 

国際私法研究第一 

国際私法研究第二 

国際関係法学総合研究第一 

国際関係法学総合研究第二 

政治学研究第一 

政治学研究第二 

政治学史研究第一 

政治学史研究第二 

政治・外交史研究第一 

政治・外交史研究第二 

国際政治学研究第一 

国際政治学研究第二 

比較政治学研究第一 

比較政治学研究第二 

政治過程論研究第一 

政治過程論研究第二 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 



- 46 - 

日本政治思想史研究第一 

日本政治思想史研究第二 

ＥＵ法研究第一 

ＥＵ法研究第二  

ドイツ法研究第一 

ドイツ法研究第二 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

 フランス法研究第一 

フランス法研究第二 

英米法研究第一 

英米法研究第二 

アジア法研究第一 

アジア法研究第二 

４ 

２ 

４ 

２ 

４ 

２ 

履修方法 

①必修科目10単位 

②選択必修科目10単位（「特別研究」（10単位）を自らの主履修科目群のなかから選択履修する。）                                          

 


